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 次世代育成支援の強化・拡充を求める意見書を別紙のとおり提出するものとす

る。 
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平成 18 年 3 月定例会・可決・全会一致 

 

次世代育成支援の強化・拡充を求める意見書 

 

 少子化問題は、21世紀最大の課題であり、そのスピードが急速な日本では、対策が

急がれ、「すべての世代が地域で次世代育成支援」に取り組むことが求められている。 

国においては、2003年７月に次世代育成支援対策推進法や少子化社会対策基本法を

制定し、少子化対策に向けた取り組みが進められることとなった。 

また、少子化社会対策大綱に基づく５年計画の「子ども・子育て応援プラン」が策

定されたものの、次代の社会を担う子どもを安心して生み育てることが出来る環境と

は言えないのが実態である。 

特に、夫婦が子育ての責任を果たし仕事で能力を発揮できる社会づくりに向け、多

様な保育サービスの充実、子育て世帯に対する負担の軽減、育児休業を取得しやすい

環境の整備など多くのことが求められている。 

 よって、政府においては、下記事項について実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 保育・学童保育を整備するとともに、保育料の半減や児童手当支給額の引き上げ

など経済的支援を拡充すること。 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づき、自治体および事業所が定めた次世代育成支

援対策推進計画の達成状況を把握し、それらが着実に実施できるよう必要な支援措

置を講ずること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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